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表紙 

 
第４回 公社債投資信託 

 
 

運用報告書（全体版） 
 
 

第56期（決算日2017年４月19日） 
 
 

作成対象期間（2016年４月20日～2017年４月19日） 

 
受益者のみなさまへ 

 
 平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
 今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 

 
●当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 追加型投信／国内／債券 

信 託 期 間 無期限とします。 

運 用 方 針 
公社債への投資により、安定した収益の確保を目指して安定運用を行います。また、各前期末までに金利水準、想定されるポート

フォリオのインカム収入等を基に、各期の目標分配額を定め、その目標分配額の実現を目指して運用を行うことを基本とします。 

主な投資対象 円建ての公社債（国債、政府保証債、地方債、金融債、事業債等）を主要投資対象とします。 

主な投資制限 外貨建て資産への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
年１回決算を行い、決算日の分配前の基準価額が元本（１万口当たり１万円）を超過する分を原則として全額分配します。決算日の

分配前の基準価額が元本を下回っている場合、分配を行いません。 
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第４回 公社債投資信託

○ 近３期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 新株予約権付社債

（ 転 換 社 債 ）
組 入 比 率

債   券 
組 入 比 率 

純 資 産
総 額(分配落) 

税 込 み
分 配 金

期 中
騰 落 率

 円 円 銭 ％ ％ ％ 百万円

54期(2015年４月20日) 10,000 7.54 0.1 － 79.2 39,393

55期(2016年４月19日) 10,000 6.03 0.1 － 79.0 35,494

56期(2017年４月19日) 10,000 2.19 0.0 － 70.7 28,624
 
＊ 基準価額の騰落率は分配金込み。 
＊ 当ファンドは、決算時の元本の安定性に最大限配慮しつつ、目標分配額の実現を目指して運用を行なうことを基本としており、ベンチ

マーク等はありません。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 新株予約権付社債 

（ 転 換 社 債 ） 
組 入 比 率 

債   券
組 入 比 率 騰 落 率

(期  首) 円 銭 ％ ％ ％

2016年４月19日 10,000   － － 79.0

４月末 10,000   0.0 － 74.2

５月末 10,001   0.0 － 76.1

６月末 10,001   0.0 － 74.9

７月末 10,001   0.0 － 79.2

８月末 10,002   0.0 － 76.3

９月末 10,002   0.0 － 76.3

10月末 10,003   0.0 － 70.6

11月末 10,003   0.0 － 69.1

12月末 10,003   0.0 － 58.7

2017年１月末 10,003   0.0 － 46.1

２月末 10,002   0.0 － 72.7

３月末 10,002   0.0 － 70.7

(期  末)  

2017年４月19日 10,002.19 0.0 － 70.7
 
＊期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
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第４回 公社債投資信託

◎運用経過 
○期中の基準価額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期 首：10,000円 

期 末：10,000円（既払分配金（税込み）：２円19銭） 

騰落率：  0.0％（分配金再投資ベース） 

 
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。作成期首（2016年４月19日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なり、また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 
（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

 

＊基準価額は0.02％の上昇 

 基準価額は、ポートフォリオのインカム（利子）収入等により、期首10,000円から期末

10,002.19円（分配金込み）に2.19円の値上がりとなりました。 
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第４回 公社債投資信託

○投資環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国内経済は、海外経済持直しの動きがみられる中、高水準にある企業収益や雇用・所得環境の

改善継続等を背景に、緩やかな回復基調が続きました。 

 このような中、日本銀行は「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」を継続し、2016年

９月には、これらの政策枠組みを強化する意味合いから「長短金利操作付き量的・質的金融

緩和」を導入しました。 

 

 １年国債金利は、日本銀行による追加緩和が意識された事等から2016年４月末より低下が進み、

７月下旬には一時－0.37％となりましたが、その後の金融政策決定会合で金利水準や国債

買入れ額が据え置かれると利回りは約－0.20％まで上昇しました。８月以降は－0.20％から

－0.30％程度で推移する中、投資家の需要減退等を背景に2017年４月上旬には約－0.19％まで

上昇しました。 
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第４回 公社債投資信託

○当ファンドのポートフォリオ 

 

 決算時の元本の安定性に 大限配慮し、今期は目標分配額を１万口当たり０円程度とおき、

運用致しました。 

 

 ポートフォリオの構築に関しましては、A格以上の信用力の高い発行体が発行する債券や

コマーシャル・ペーパーを中心に組み入れるとともに、コールローン等で運用を行なうことに

より流動性を確保しました。 

 期末には、債券組入比率は70.7％、ポートフォリオの平均残存期間は0.48年となりました。 

 
○当ファンドのベンチマークとの差異 

 

 当ファンドは、決算時の元本の安定性に

大限配慮しつつ、目標分配額の実現を

目指して運用を行なうことを基本としており、

ベンチマーク等はありません。 

 グラフは、期中の当ファンドの期別基準

価額騰落率です。 
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第４回 公社債投資信託

◎分配金 
 

＊今期の分配金は2.19円 

 

 分配方針に基づき、決算日の分配前基準価額の元本超過額を原則として全額分配します。 

 

 日本銀行による「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入以降、当ファンドの主要な

投資対象市場である円建て公社債の市場金利が低下した事を受け、今期は目標分配額を１万口

当たり０円程度と致しましたが、一部プラス利回りの債券組入れが寄与した事により、分配金は

2.19円（年率0.02％、税込み）となりました。 

 

◎今後の運用方針 
 

 当ファンドは安定した収益の確保を目指し、安定運用を行なうという方針のもと、残存１年

以下の公社債を中心にポートフォリオを構築することを基本とします。 

 日本銀行によるマイナス金利政策のもと、主要な投資対象となる公社債の利回りや余資運用の

際のコールローンの金利もマイナスとなる中、残存期間１年以下の公社債を中心に短期金融資

産も含めマイナス幅の小さい投資対象を選定し、運用することを目指します。 

 マイナス利回りの資産への投資等を通じて、基準価額が下落することが想定されますので

ご留意ください。 

 また、第57期の目標分配額は１万口当たり０円程度と致しました。 

 

 今後ともご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 
※マイナス利回りの資産への投資等を通じてファンド全体の損益がマイナスとなった場合は、ファンドの基準価額が下落することが
想定されますのでご留意ください。 
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第４回 公社債投資信託

○１万口当たりの費用明細 (2016年４月20日～2017年４月19日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 0  0.001 (a)信託報酬＝１万口当たり元本×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (0)  (0.000) ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） (0)  (0.001) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (0)  (0.000) ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） そ の 他 費 用 0   0.001  (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） (0)  (0.001) 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の 
送金・資産の移転等に要する費用 

 （ 監 査 費 用 ） (0)  (0.000) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 0   0.002   

期中の平均基準価額は、10,001円です。  

 
＊ 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。 
＊ 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 
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第４回 公社債投資信託

○売買及び取引の状況 (2016年４月20日～2017年４月19日) 

 

 

 買 付 額 売 付 額 

国 

内 

 千円 千円 
国債証券 970,459 970,458 

地方債証券 502,714 － 
 ( 8,929,510)

特殊債券 15,444,394 － 
 (13,260,000)

社債券（投資法人債券を含む） 7,224,345 － 
 ( 8,600,000)

 
＊ 金額は受け渡し代金。（経過利子分は含まれておりません。） 

＊ 単位未満は切り捨て。 

＊ ( )内は償還等による増減分です。 

＊ 社債券（投資法人債券を含む）には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。 

 

 

 買 付 額 売 付 額 

国 

内 

 千円 千円 
コマーシャル・ペーパー 8,500,119 － 
 (11,000,000)

 
＊ 金額は受け渡し代金。 

＊ 単位未満は切り捨て。 

＊ ( )内は償還等による増減分です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2016年４月20日～2017年４月19日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 23,171 801 3.5 － － －

 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは
野村證券株式会社です。 

 

公社債 

その他有価証券 

利害関係人との取引状況 
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第４回 公社債投資信託

○組入資産の明細 (2017年４月19日現在) 

 

（Ａ）国内（邦貨建）公社債 種類別開示 

区 分 

当 期 末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率
うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満

 千円 千円 ％ ％ ％ ％  ％ 

地方債証券 
300,000 300,490 1.0 － － －  1.0 

(   300,000) (   300,490) ( 1.0) (－) (－) (－) ( 1.0)

特殊債券 
(除く金融債) 

9,950,000 10,014,603 35.0 － － －  35.0 

( 9,950,000) (10,014,603) (35.0) (－) (－) (－) (35.0)

金融債券 
2,900,000 2,905,022 10.1 － － －  10.1 

( 2,900,000) ( 2,905,022) (10.1) (－) (－) (－) (10.1)

普通社債券 
(含む投資法人債券) 

7,000,000 7,017,792 24.5 － － －  24.5 

( 7,000,000) ( 7,017,792) (24.5) (－) (－) (－) (24.5)

合 計 
20,150,000 20,237,909 70.7 － － －  70.7 

(20,150,000) (20,237,909) (70.7) (－) (－) (－) (70.7)
 
＊ ( )内は非上場債で内書きです。 
＊ 組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 
＊ 残存期間が1年以内の公社債は原則として償却原価法により評価しています。 

 

国内公社債 
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第４回 公社債投資信託

（Ｂ）国内（邦貨建）公社債 銘柄別開示 
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日

地方債証券 ％ 千円 千円  
大阪府 公募（５年）第88回 0.23 300,000 300,490 2017/11/29 

小 計 300,000 300,490  

特殊債券(除く金融債)   

日本政策投資銀行債券 財投機関債第41回 1.73 100,000 100,737 2017/９/20 

日本政策投資銀行債券 財投機関債第44回 1.63 400,000 404,426 2017/12/20 
日本高速道路保有・債務返済機構債券 財投機関債第31回 1.56 200,000 202,123 2017/12/20 

公営企業債券 第28回財投機関債 1.89 100,000 100,974 2017/10/25 

公営企業債券 第29回財投機関債 1.77 1,300,000 1,315,553 2017/12/20 

首都高速道路 第11回 0.279 500,000 501,052 2017/12/20 
阪神高速道路 第９回 0.284 600,000 601,279 2017/12/20 

国際協力銀行債券 第29回財投機関債 1.78 1,400,000 1,410,626 2017/９/20 

都市再生債券 財投機関債第16回 1.76 100,000 100,749 2017/９/20 

都市再生債券 財投機関債第40回 0.64 100,000 100,453 2017/12/20 
都市再生債券 財投機関債第66回 0.291 100,000 100,136 2017/９/20 

関西国際空港社債 財投機関債第11回 1.68 550,000 556,227 2017/12/20 

住宅金融支援機構債券 財投機関債第11回 1.66 1,100,000 1,112,463 2017/12/20 

成田国際空港 第４回一般担保付 1.7 100,000 101,156 2017/12/20 
日本学生支援債券 財投機関債第42回 0.099 1,500,000 1,501,791 2018/２/20 

東日本高速道路 第18回 0.387 200,000 200,361 2017/９/20 

東日本高速道路 第19回 0.33 800,000 801,951 2017/12/20 

中日本高速道路社債 第24回 0.841 300,000 301,744 2017/12/20 
中日本高速道路社債 第43回 0.362 200,000 200,337 2017/９/20 

中日本高速道路社債 第46回 0.351 200,000 200,327 2017/９/20 
鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券 財投機関債第48回 0.266 100,000 100,127 2017/９/20 

小 計 9,950,000 10,014,603  

金融債券   
商工債券 利付第752回い号 0.3 1,300,000 1,303,168 2018/１/26 
しんきん中金債券 利付第273回 0.3 300,000 300,335 2017/８/25 
しんきん中金債券 利付第274回 0.3 200,000 200,281 2017/９/27 
しんきん中金債券 利付第275回 0.3 100,000 100,165 2017/10/27 
商工債券 利付（３年）第178回 0.15 100,000 100,101 2017/11/27 
商工債券 利付（３年）第179回 0.14 900,000 900,970 2017/12/27 

小 計 2,900,000 2,905,022  

普通社債券(含む投資法人債券)   
関西電力 第460回 1.77 100,000 101,175 2017/12/20 
旭硝子 第13回社債間限定同順位特約付 0.31 1,000,000 1,002,267 2017/12/20 
みずほコーポレート銀行 第31回特定社債間限定同順位特約付 0.33 1,000,000 1,001,776 2017/10/25 
三井住友信託銀行 第１回社債間限定同順位特約付 0.286 200,000 200,303 2017/11/１ 
ホンダファイナンス 第21回社債間限定同順位特約付 0.35 300,000 300,759 2017/12/20 
トヨタファイナンス 第51回社債間限定同等特約付 0.306 200,000 200,444 2017/12/20 
三井不動産 第32回社債間限定同順位特約付 1.965 100,000 100,825 2017/９/20 
東日本旅客鉄道 第50回社債間限定同順位特約付 1.86 900,000 907,080 2017/９/20 
日本電信電話 第53回 1.54 300,000 303,143 2017/12/20 
ＭＩＺＵＨＯ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣ 0.015 100,000 100,000 2017/５/17 
ＳＵＭＩＴＯＭＯ ＭＩＴＳＵＩ ＦＩＮＡＮＣＥ ＡＮＤ ＬＥ 0.025 200,000 200,014 2017/６/９ 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.02 100,000 100,000 2017/10/13  
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第４回 公社債投資信託
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日

普通社債券(含む投資法人債券) ％ 千円 千円  
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.02 100,000 100,000 2017/10/26 
ＳＵＭＩＴＯＭＯ ＭＩＴＳＵＩ ＦＩＮＡＮＣＥ ＡＮＤ ＬＥ 0.02 1,200,000 1,200,000 2017/12/７ 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.02 300,000 300,000 2017/12/12 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.02 500,000 500,000 2018/１/12 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.02 400,000 400,000 2018/２/20 

小 計 7,000,000 7,017,792  

合 計 20,150,000 20,237,909  
 
＊額面・評価額の単位未満は切り捨て。 

 

 

区 分 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

コマーシャル・ペーパー 2,000,061 7.0
 
＊ 比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 

 

○投資信託財産の構成 (2017年４月19日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

公社債 20,237,909 70.4

その他有価証券 2,000,061 7.0

コール・ローン等、その他 6,517,193 22.6

投資信託財産総額 28,755,163 100.0
 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 

 

 

国内その他有価証券 
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第４回 公社債投資信託

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2017年４月19日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 28,755,163,893  

 コール・ローン等 6,481,815,013  

 地方債証券(評価額) 300,490,032  

 特殊債券(評価額) 12,919,626,326  

 社債券(評価額) 7,017,792,921  

 その他有価証券 2,000,061,137  

 未収利息 22,119,870  

 前払費用 13,258,594  

(B) 負債 130,437,594  

 未払収益分配金 6,268,812  

 未払解約金 123,798,436  

 未払信託報酬 358,006  

 未払利息 8,991  

 その他未払費用 3,349  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 28,624,726,299  

 元本 28,624,716,753  

 次期繰越損益金 9,546  

(D) 受益権総口数 28,624,716,753口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,000円
 

（注）期首元本額は35,493,981,691円、期中追加設定元本額は
1,801,500,259円、期中一部解約元本額は8,670,765,197円、
１口当たり純資産額は1.0000円です。 

○損益の状況 (2016年４月20日～2017年４月19日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 受取利息等収益 178,606,789  

 受取利息 181,484,153  

 支払利息 △  2,877,364  

(B) 有価証券売買損益 △170,183,725  

 売買益 98,541  

 売買損 △170,282,266  

(C) 信託報酬等 △    726,193  

(D) 当期利益(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 7,696,871  

(E) 前期繰越損益金 20,312  

(F) 解約差損益金 △  1,438,825  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 6,278,358  

(H) 収益分配金 △  6,268,812  

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 9,546  

 
＊ 損益の状況の中で(F)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、

元本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。 
 

 

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 2円19銭0厘 
 
 

 

○お知らせ  

 

①スワップ取引に係る評価の方法につき、法令および一般社団法人投資信託協会規則に従って

評価する汎用的な記載に変更する所要の約款変更を行いました。 

＜変更適用日：2017年３月31日＞ 
 
②外国為替予約取引に係る担保授受に関する規定を追加する所要の約款変更を行いました。 

＜変更適用日：2017年３月31日＞ 
 
③金利先渡取引および為替先渡取引に係る評価の方法につき、法令および一般社団法人投資

信託協会規則に従って評価する汎用的な記載に変更する所要の約款変更を行いました。 

＜変更適用日：2017年３月31日＞  


